
番号 地域 事業実施主体 農政上の重要性 ＩＣＴを活用した本事業での取組

１ 北海道岩見沢市
岩見沢市スマート定住促進協
議会

ほ場整備率８３.５％
ＩＣＴ基盤の整備によりスマート農業を推進

デマンドタクシーやWebオーダー、キャッシュレス決済による買い物支援、災
害時の情報伝達や電力確保の最適化を検証

２ 北海道旭川市 西神楽地域活性化対策協議会
農地集約による大規模経営（コメからアスパラ、ピーマンへ）
平成３１年度より国営緊急農地再編事業に着手

移動販売車の注文システム、ＩＣＴを活用した高齢者や子供の見守り支援に加
え、多様な世代がＩＣＴを活用できる仕組みづくり

３ 北海道更別村
更別村スマート産業イノベー
ション協議会

農地面積４９．７ｈａ／戸、粗収入約６，０００万円／戸、食料自給
率６４００％、ドローンによる農薬散布を実装予定

デマンド交通の配車や買い物の予約アプリを開発
高齢者へタブレットをリース

４ 北海道斜里町
斜里町スマート定住推進協議
会

スマート農業を推進（ＲＴＫ－ＧＰＳ基地局やトラクターの自動操舵
システム導入、ＧＰＳ活用面積５，０００ｈａ）

デマンドタクシーの配車アプリや住宅地のヒグマ監視システム
廃校を活用したリモートレッスン（料理教室、農業女子力アップ講座等）

５ 山形県鶴岡市 福栄活性化助け合い協議会
ＪＡが出資する農地保全組合が耕作放棄地解消、そば、山菜、赤かぶ
等による農業振興に取り組む

モニター搭載の移動販売車による買い物支援、遠隔学習、高齢者の健康づくり
サテライト教室等６つのプロジェクト推進

６ 福島県西会津町 西会津地域活性化協議会
寒暖差などから全国でもトップクラスの食味を誇るコメ産地、菌床シ
イタケなどの大規模産地化を推進

埼玉県戸田市と連携した遠隔学習、ＧＰＳ端末による高齢者見守り等５つのプ
ロジェクト推進

７
三重県多気町勢和
地区

勢和はぐくみ協議会
約２００年前に完成した立梅用水の受益地
１０集落が連携して多面的機能支払交付金に取り組む

ＩＣＴを活用した生活サービスの自走化のため、企業研修とデジタルサイネー
ジを組み合わせ、地域外の企業からの収益を確保

８
京都府京丹後市宇
川地区

宇川スマート定住促進協議会
ほ場整備を契機に、地域ではじめての農地所有適格法人設立、ブロッ
コリー等への高収益作物へ転換を目指す

移動販売車の注文や農産物集荷と加工品販売のための在庫確認システム等の構
築、地域内外の若者等を対象に人材育成

９
兵庫県上郡町鞍居
地区

鞍居地区ふるさと村づくり協
議会

ほ場整備率８割超、施設園芸導入
町の特産品としてモロヘイヤ栽培や加工販売を推進

位置情報を活用した見守りサービス、情報交換アプリによる地域コミュニティ
強化等に取り組む

10
岡山県矢掛町美川
地区

みかわてらす協議会
ほ場整備を契機に集落営農と水稲から黒大豆等の高収益作物への転換
を目指す

タクシーの貨客混載サービスや小さな拠点の食堂で必要な野菜と地元生産者を
マッチングする暮らし便利アプリを開発

11 高知県四万十町
四万十町スマート定住対策協
議会

次世代園芸団地によるトマトの生産
総務省や農水省の事業を活用したスマート農業の導入

ＳＮＳを活用した行政・生活情報の提供、アプリによる農産物の販路開拓の実
証などに取り組む

12 宮崎県綾町 綾町地域定住推進協議会
全国に先駆け有機野菜ブランド化、有機野菜の品質をブロックチェー
ン技術により保証する実験を実施

新規就農者の定住支援を中心に思いやり行動・助け合いの町づくりを促進する
ためのＩＣＴを活用した「綾町ローカルスコア制度」導入

13
鹿児島県大島郡瀬
戸内町与路島

瀬戸内町農泊推進協議会
牧畜・野菜・漁業が中心の離島
企業と連携して外国人富裕層向けの農泊ビジネスモデル構築中

海上タクシーのライドシェア、買い物支援や医薬品提供のためのドローンによ
る物資運搬の実証実験

農山漁村振興交付金（地域活性化対策）スマート定住条件強化型モデル地区一覧




























